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本研究では，人口減少によって単独の自治体が，すべての都市機能を保持することが困難になることが

想定されることから，地方部における都市機能のシェアリングの在り方について検討する．これらの都市

機能について、スマートシェアリングシティの目指すべき都市像「個人（または団体）が得られる便益を

シェアリングによって高めつつ社会が得られる便益も最大化する」を踏まえ，地方部における都市機能の

シェアリングの在り方の検討方法について考察する． 
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1．はじめに 

 

(1)研究の背景 

我が国の人口は長期的な減少局面にあり，2050年まで

に約１億人に減少するといわれている．人口減少は地方

部において顕著であり，これらの地域では財政も厳しい

状況に陥ることが想定される．このような状況の中では，

地方部では単独の自治体が，すべての都市機能を保持す

ることが困難になることが想定される． 

都市空間や建築空間，移動空間などを上手に共有する

仕組みとして，カーシェアリングや民泊などのシェアリ

ングビジネスが注目されている．これらのシェアリング

ビジネスは，利用者の利便性増進といった視点から，経

済の活性化を導くだけでなく，社会的な様々な課題の解

決策となることが期待されている．  

 

(2)研究の目的 

本研究では，今後，単独の自治体では保持することが

厳しくなっていくことが想定される都市機能について，

特に地方部について，利用者の利便性をできるだけ確保

しながら，効率的に整備することが可能となる方法につ

いて，シェアリングの考え方を用いて検討する． 

具体的には、土木学会エネルギー委員会スマートシェ

アリングシティ研究小委員会において検討されてきてい

る「スマートシェアリングシティ」の目指すべき都市像

の考え方を踏まえ，地方部における都市機能のシェアリ

ングの在り方の検討方法について考察する． 

なお，本研究における都市機能は，「都市において住

民が生活する上で提供されるサービス」とし，そのサー

ビスを提供する施設を対象とする．対象となる都市機能

は，「医療・福祉」，「教育」，「商業」，「娯楽」を

想定する．また，本研究での都市機能のシェアリングの

在り方は，複数の自治体からなる圏域において，都市機

能を提供する施設の「用途」，「立地場所」，「規模」

とする。 

 

2. 研究の位置づけ   

 

(1) スマートシェアリングシティに関する研究 

スマートシェアリングシティ（以下 SSC とする）は，

土木学会エネルギー委員会スマートシェアリングシティ

研究小委員会において，2015 年より検討が進められて

いる将来都市像である．スマートシェアリングシティ小

委員会での検討を取りまとめた研究として，古明地ら 1) 
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2)は，シェアの概念の整理を中心とした都市の在り方を

提案した研究がある．これらの研究では，シェアリング

には同時間のシェアと異時間のシェアがあり，シェアリ

ングの効果である社会的な効果と利用者の効果が健康ま

ちづくりに有効な手段であるとした．既存研究及び研究

小委員会での議論をもとに，SSC の定義を表-1 に示す． 

また，Taishin Nobleら3)は，COVID-19 後の世界で，ス

マートシェアリングシティが持続可能性とコミュニティ

のレジリエンスを促進する可能性について検討している。 

 

(2)都市機能の連携に関する研究 

広域的な自治体の連携施策として，片山4)は、立地適

正化計画と広域連携施策のそれぞれについて，都市機能

の連携・分担に着目して，その取り組み状況について分

析を行っている．春名ら5)は，都市機能の構造を改変す

ることを目的に，財政的に逼迫している地方都市地域に

対象に，都市が目指す将来像の効率的・効果的達成のた

めの土地利用構想計画段階におけるシステム設計の方法

論を提案している．青山ら6)は，地域間の交流・連携政

策にとって，基本的な理論となる都市機能サービスに対

する空間的な需要構造に関してモデル構築を行っている．

谷口ら7)は，「分散型国土」都市機能の分散先として地

方，郊外，オンラインを取り上げ，それぞれの空間にお

いて，現状と課題を整理している． 

 

(3)本研究の位置づけ 

これまで，都市機能の配置については，広域的な都市

機能の配置に関して，その基本的な方針や評価基準を示

したものはない．また，都市機能の立地に関して，複数

の，都市機能の関係について検討したものはない． 

以上より本研究では，SSCの定義を踏まえ，都市機能

のシェアリングの在り方について検討を行う．また，複

数の都市機能にも着目し，立地の在り方についても，そ

の考え方の検討を行う． 

 

3. 都市機能のシェアリングの在り方 

 

(1) シェアリングのパターン 

都市機能のシェアリングのパータンとしては，施設に

着目した場合に 2パータンが考えられる．（表-2） 

パターン１は，異なる自治体の人々が，ある自治体に

おかれた施設を共同利用するパターンである．パターン

２は、施設がある自治体に居住する人々が，複数の機能

が設置された施設を利用するパターンである． 

例えば，パターン１は，自治体B，自治体Cの都市機

能を自治体 A に集約することにより，自治体 A の住民

だけではなく自治体 B，自治体 C の住民も自治体 A の

都市機能を利用することになる．この場合，自治体 B，

自治体 C における都市機能の管理コストが削減するこ

とができる．しかし，利用者にとっては，都市機能を提

供する施設までの移動距離が長くなることにより、利便

性，効率性が損なわれる．（図-1） 

パターン２は，都市機能 A，都市機能 B といった複

数の都市機能を一つの施設に設置することで，利用者は

同じ場所で異なる都市機能のサービスを受けられること

となる．管理主体にとっては，同一の施設に整備するた

めの投資が必要であるが，整備後の管理コストは削減す

ることができる．（図-2） 

 

表-1  SSCの定義 

項目 内容 

シェアリ

ング 

稼働していない資産を効率的に、複数の

人や団体が、有形財を、異なる時間ある

いは同じ時間に共同で利用すること 

スマート

シェアリ

ング 

個人（または団体）が得られる便益をシ

ェアリングによって高めつつ社会が得ら

れる便益も最大化する 

 

表-2 都市機能のシェアリング 

名称 内容 

パターン１ 同じ施設を別の自治体の人と共同利用 

パターン２ 同じ施設を別の機能と共同利用 

 

自治体A 自治体B

自治体C

都市機能
ａ

都市機能
ａ

都市機能
ａ

都市機能
ａ

自治体A 自治体B

自治体C
 

図-1 シェアリングのパターン 1 
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都市機能
A

都市機能
A

都市機能
A

都市機能
B

都市機能
B

都市機能
B

都市機能A＋B
都市機能A＋B

都市機能A＋B

自治体A 自治体B

自治体C

自治体A 自治体B

自治体C
 

図-2 シェアリングのパターン 2 

 

(2) 都市機能のシェアリングの在り方 

本研究では，地方都市における都市機能を各自治体で

確保することが困難になりつつあることの課題が背景に

ある．地方都市において今後の都市機能の配置を考える

上では，前提としては，現状の施設の活用であり，その

先に，追加整備や新規施設整備となってくる． 

ここでは，都市機能のシェアリング在り方について現

状から，将来どのように考えればいいかを３つのレベル

から提案する．特に，将来については，立地を検討する

際には，コンパクトシティ等の今後の都市計画との整合

性が重要となる．（表-3） 

図-3 は，現状の都市機能の配置状況を表したもので

ある．自治体 A～C の各自治体に、都市機能 a～c がそ

れぞれ配置されている。 

現状の都市機能の配置状況から，既存施設の再編によ

り都市機能をシェアリングするレベル 1である．同じ都

市機能を持つ自治体の中から，共同で利用する自治体の

都市機能を抽出し，それ以外の自治体の都市機能は撤退

する．どの自治体の都市機能を残すかについては，すべ

ての都市機能を一つの自治体に集約する図-4 の場合，

それぞれの自治体で異なる都市機能を保持する図-5 の

場合が考えられる． 

レベル 2は，既存の施設に整備を加えることで，同じ

施設に複数の都市機能を整備する図-6 の場合である．

この場合，同じ施設に整備することができる都市機能は

その内容により異なり，すべての都市機能が対象となる

わけではない．また，一つの自治体ですべての都市機能

を保持することも考えられるが，それぞれの自治体で異

なる組み合わせで，都市機能を共有することも考えられ

る． 

レベル３は，都市機能を新規に立地させることを前提

とする図-7 の場合である．その際には，地域の都市計

画との整合性をとる必要がある．特に，コンパクトシテ

ィを推進するための施策である立地適正化計画等との整

合性を図り，都市機能の立地を集積させることが重要と

なる．都市機能が集積されることにより，複数の都市機

能利用する住民の利便性は向上する． 

 

表-3 レベル別シェアリングの在り方 

 前提 シェアリングの在り方 

レ

ベ

ル

1 

既存施

設の利

用 

同じ機能を持つ施設を別の自治体の人

と共同で利用する。 

⇒パターン 1の組み合わせ 

（例）自治体 A の都市機能 a、b、c を

自治体 A の住民だけでなく、自治体

B、自治体Cの住民も利用する。 

（例）自治体 A の都市機能ａを自治体

Aの住民だけでなく、自治体B、自治体

C の住民も利用する。自治体Ｂの都市

機能ｂを自治体 B の住民だけでなく、

自治体Ａ、自治体 C の住民も利用す

る。 

レ

ベ

ル

2 

既存施

設に追

加整備

をして

利用 

同じ施設に複数の機能を持たせ、共同

で利用する。 

⇒パターン 1 とパターン 2 の組み合わ

せ 

（例）自治体Aにある都市機能 a、ｂ、

ｃを一つの施設に集約する。自治体Ａ

の住民だけでなく、自治体Ｂ、C の住

民も利用する。 

レ

ベ

ル

3 

施設を

新規整

備して

利用 

複数の施設を集積して配置し、共同で

利用する。 

⇒パターン 1 とパターン 2 の組み合わ

せと施設の新規立地 

（例）自治体Ａにある都市機能ａ、

ｂ、ｃを集積するように整備する。自

治体Ａの住民だけでなく、自治体Ｂ、C

の住民も利用する。 
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都市機能
ａ 都市機能

ａ

都市機能
ｂ

都市機能
ｃ

都市機能
ｃ

都市機能
ｂ

都市機能
ｂ 都市機能

ｃ

都市機能
ａ

自治体A 自治体B

自治体C
 

図-3 現状の都市機能の配置状況 

 

都市機能
ａ

都市機能
ｃ

都市機能
ｂ

自治体A 自治体B

自治体C
 

図-4 レベル1のシェアリングの在り方１ 

 

都市機能
ａ

都市機能
ｃ

都市機能
ｂ

自治体A 自治体B

自治体C
 

図-5 レベル1のシェアリングの在り方 2 

都市機能
ａ+b+c

自治体A 自治体B

自治体C
 

図-6 レベル2のシェアリングの在り方 

 

都市機能ａ＋ｃ

都市機能
ａ

都市機能
ｃ都市機能

ｂ

集積

自治体A 自治体B

自治体C
 

図-7 レベル3のシェアリングの在り方 

 

(3) 都市機能のシェアリングの設定の考え方 

 

SSC では，「個人（または団体）が得られる便益をシ

ェアリングによって高めつつ社会が得られる便益も最大

化する。」と定義している．この定義を踏まえ，個人

（ここでは利用者）が得られる便益，社会が得られる便

益ができるだけ大きくなるように，都市機能の「用途」，

「立地場所」，「規模」を設定する方法の考え方を検討

する際の留意点を表-4に示す。 

都市機能の設定に関しては、施設整備、運営に関する

コストが発生することから、これらについても考慮する

必要がある。設定をする際の評価項目と評価の際の視点

を表-5に示す。 
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表-4 都市機能の在り方を検討する上での留意点 

項目 留意点 

用途 ・地域にとって必要な都市機能か 

・他の都市機能との共有が可能か 

立地場所 ・利用者の交通利便性を全体として評価し

ているか 

・都市計画との整合性が取れているか（新

規立地の場合） 

規模 ・施設の共有を踏まえた規模を設定してい

るか 

 

表-5 シェアリングを設定するための評価項目と視点 

 評価項目 視点 

利

用

者 

利用料金 ・利用頻度を踏まえた上で、比較

的安価での利用が可能か 

移動コスト ・大幅な負担増（時間・料金）と

なっていないか 

・快適に移動できているか（公共

交通機関等が整備されている

か） 

QOL(quality 

of life） 

・外出機会が創出されているか 

・交流の場が創出されているか 

社

会 

施設整備 ・他機能との共有化をするための

整備コスト、新規に立地する際

の整備コストを考慮 

・撤退した施設の処分コストを考

慮 

維持管理 ・他自治体の利用者が増えた後の

コスト、他機能との共有化した

際の運営コスト、新規に立地し

た機能の運営コストを考慮 

・現状の施設における維持管理コ

ストと比較 

エネルギー

消費量 

・移動や施設利用によるエネルギ

ー消費量が増えていないか 

 

4. まとめ 

 

本研究では、SSC の定義を踏まえ、都市機能のシェア

リングの在り方について検討を行った。都市機能のシェ

アリングとして、施設に着目した場合、「同じ施設を別

の自治体の人と共同で利用する」、「同じ施設を別の機

能と共同で利用する」の 2つのパターンを提示した。こ

れらのパターンを踏まえ、都市機能のシェアリング在り

方について現状から将来において、どのように考えれば

いいかを３つのレベルから提案した。また、都市機能の

「用途」、「立地場所」、「規模」を設定するための評

価項目、及び、評価の際の留意点を示した。 

本研究では都市機能のシェアリングについて、3 つの

レベルから提案をしているが、他にも考慮する事項があ

り、複数のレベル方の設定も考えられる。また、都市機

能の設定の際の評価項目については一例を示したものの、

具体的な手法については示すことができていない。都市

機能には、様々な特徴があり、それらを踏まえた施設の

立地を考える必要があるが、そこまでの検討が進められ

なかった。これらについては、今後の課題としたい。 
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